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1 は じ め に

1) 2) 3)
マレー人の高い離婚傾向については,JudithDjamour,ShirleCordon,Rosemary Firth,

4) 5)
M.G.Swiftなどが指摘 しており,マレー半島に近接するジャワについて も,HildredGeertz

の記述などがある｡

口羽益生と筆者 も1964年 7月～翌 1月,および1965年 6月～10月にわたるマラヤ北西部,

Kedah 州の-稲作農村の調査において,離婚が非常に多いことを見出し, この現象をもたら
6)

す要因として,下記のようなマレ-人社会の構造的な特質を指摘 した｡

第 1は,マレ-人の 『いえ』や家族についての考え方である｡個人を中心として放射状に拡

大する双系制の親族組織をその本質とするマレー人の家族においては,系譜関係に基いた排他

性の強い集団が存在 しない｡先祖代々の墓や家族の名 (姓) もな く,日本においてみられるよ

うな屋号 も存在せず,従って,離婚が家族の体面を傷つけるという考えがない｡婚姻後の居住

地について も,夫妻いずれの側に住んで もよいとされ,双方の主張の不一致は離婚を招き易い｡

家族の形態は夫婦と未婚の子からなる核家族が多いが,拡大家族を形成する場合,成員の資格

1) Djamour,J.:MalayKl-nshiPandMarriageinSingapore.London,1959.
2) Cordon,S.:Marriage/DivorceintheElevenStatesofMalayaandSingap3re,INT/SAIU,

Vol.II,No.2.Singapore,N.D.
3J Firth,Rosemaryl.Housekeei)ingamongMalayPeasants.2nded.London,1966.
4) Swift,M.G.:ANoteontheDurabilityofMalayMarriages,Man,Vol.58No.208.1958.
id.:MenandWomeninMalaySociety,inB.E.Warded.:WomentntheNeu)Asia.1963.
l'd.:MalayPeasantSocietyi-nJelebu.London,1965.
5) Geertz,H.:TheJavaneseFamily.NewYork,1961.
6) rj羽益生 ･坪内艮博 ｢マラヤ北西部の稲作農村- 婚姻 ･離婚 ･家族の特質について- ｣ 『東南ア
ジア研究』第 4巻第 1号,1966.pp.23-28.
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の決定に関する単系的なきまりがなく,家族の壁を強める社会的な要素が少ないので,拡大家

族の内部における些細な緊張からも離婚が容易におこる｡

第 2に,財産の所有方法が考えられる｡財産は相続をうけた個人に属するものとして,名義

上で も,意識上でも峻別されており,結婚後夫妻が共同で得た財産 (主に土地)は離婚に際し

て等分される｡ 妻が自力で得た現金収入は,首飾 りや腕輪など換金性の高い金の装身具などを

購入 して自分で貯える｡このように財産に関して も,家族単位による共同性が稀薄であり,離

婚を阻止する力とはならない｡

第 3に,子供の処理の問題については,離婚 した夫妻の子はいずれかの側にひきとられ,再

婚の場合には連れ子となって親に従うか,または祖父母にひきとられる｡離婚が比較的少なく,

病理的現象とみなされる社会では,このようなことは子供にとって不幸であるとされるが,こ

こでは実子と継子や養子とを差別する観念が弱 く,余 り大きな問題とはならない｡

第 4に,離婚後の再婚が容易なことが挙げられる｡

以上の社会構造に基づ く諸要因と重複 して,離婚に対 して比較的寛容な価値観を有 し,また
7)

その届出に関する慣行を規定 しているイスラムの影響などを考える必要があろう｡

4項目にわたって指摘 した社会構造の側からの説明は,コミュニティ･スタディに基いたも

のであり,その視野の狭さゆえに,部分的要因によ って すべてを理解 したと考える危険があ

る｡また,調査上の手落ちが,広域的な統計の検討によって発見されるか も知れない｡他方,

われわれの調査地をマラヤにおいて位置づけし,ここから得 られた結論がどの程度まで一般化

できるかという判断の基準とするためにも広域的な観察は有用である0

本論の目的は,マラヤにおける離婚の動向を明らかにすると同時に,エクステンシィヴな統

計資料とインテンシィヴなコミュニティ･スタディの接続点を見出すことである｡

2 DjamoⅦrと Gordomの資料

本論における観察の主な対象となる地域は,マレーシア連邦に属するマレー半島の11州,すな

7) マラヤにおけるイスラム法で認められている離婚の方法は次の4つである｡第1の最も一般的な方法
は,夫が talak(talc-q)という言葉を用いて一方的に宜言する離婚で,夫はイスラム法廷の kathi

に自分で申告する｡この場合2人の証人を要する｡kedah州では,kathiが各郡 (daerah)に1人
しかいないので,村のモスクの imam (導師)がその権限を代行する｡1度めと2度めの talakは,

離婚された妻の待婚期問 (eddah,̀idda)が過ぎる前に取り消すこと (rojok)が可能であるが,3度
めの talak の場合は,妻が他の男と正式に結婚し離婚せぬ限り,元の妻と再婚することができない｡
第2の方法は cberaita'alik とよばれ,夫が妻の生計を一定期間みなかったり,あるいは一定期間
留守をした場合に,妻の側からkathiに請求される｡第3は,khula(または kholo,khult)とよ

ばれ,妻の申し出に対し夫が同意することによって行なわれるが,この手続きは kathiに申し出る
必要がある｡第4の fasah(faskh)は,法廷の判決による婚姻の解消である.2から4の中,最も

多いのは khulaであるが,その talakに対する比率はきわめて低い｡なお,離婚手続きに関する詳
細は,Abd.Ibrahim:ZsZaml'cLou)inMalaya.Singarx)re,1965.梅田輝世 ｢マラヤの女性｣『東
南アジア研究』第3巻第5号,pp.126-130.口羽･坪内:oi,.cit.pp.24126など参照｡
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わ ち旧マラヤ連邦の各州である｡ マ レーシアにおいては,今までのところ,政府機関によって公

表 された全国的な離婚統計は存在 しない｡比較的まとまった統計資料としては,Djamourが,

Kedah,Malacca,NegriSembilan,Penang,Perak,Perlis,Selangorの 7州について集めた
8) 9)
ものと,Gordonが11州すべてにわたって集めた ものとがある｡ これ らは,マラヤのイスラム

表 1 イスラム教徒の婚姻数と離婚数

Malacca

離 婚

Dj. G. 三∴ _ =;:: ::vf_-

Selangor

婚 姻

Dj. G.

離 婚

LDj. G.

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

4

4

4

4

4

5

5

5

5

5

5

5

5

91

;1･936
:1,8591,8591

1,481 1,767 1,767

1

1,467:2,2352,235

1,369! 1,871

1,332 1,945

1,412 2,099

1,440 1,797

5

1

7

2

0

3

4

0

3

2

1

7

7

′b

7
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6

′b
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′b

′0
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9

3

0ノ

1

0

9

5

3

8

0ノ

9

5

1

7

2

0

3

4

′0

0ノ
7

7

′0

7

8

′0

6

一l一

9

1

0

9

5

3

8

2,396

3,1473,147

3,0403,040

3,3783,378

2,7832,783

2,9062,906

2,658

2,801

2,781

2,829

989

1,0801,086

1,0681,168

1,066 1,066

1,0631,063

1,0231,023

1,103

1,018

939

967

8) Djamour,J.:oP.cit.p.136.
9) Cordon,S.:oP.cit.pp.27-32.
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1,220

1,241

1,201
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1,040
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Dj.:Djamour.Malay

KinshibandMarriage

inSingaZ)ore,1959.

p.136による数値｡

G.:Cordon. Marriage/

DivorceintheEleven

StatesofMalayaand

Singapore.INTISAIU,

ⅠⅠ-2.pp.27-32による

数値｡

教徒に関する数値であるが,多民族国家であるマレーシアにおいて,マレー人の殆どすべてが

イスラム教を,中国人が仏教と道教の混合,インド人が主としてヒンズー教を信ずるが故に,

イスラム教徒の離婚は殆どマレ-人によるものとみなすことができる｡彼等にしたがって,各

州の結婚と離婚の数を示すと表 1のようになる｡

上記 7州については,Djamour と Gordon の統計が重複する年次がある｡このうち Ma-

1acca,Penang,Kedah の 3州では重複部分の数値が合致するが,Selangor,Perak,Negri

Sembilan,Perlis の4州についてはくい違いが存在する｡ これ らのくい違いの中には, ミス
10)

･プリン トと思われるものもあるが,大部分は,統計記録のしっかりしていない州において,

調査者が原資料を数える際,あるいは州内における小地域別,月別統計などを集計する際にお

10) 例えば,1950年 Perlis婚姻における1,246と1,146,1950年 Selangor離婚における1,068と1,1680
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こったと思われるものである｡

ここで NegriSembilanの数値を検討すると,Djamourにおいては各年次の数値の隔差が

比較的小さいのに対 して,Gordonにおいては,1950年から52年にかけて,数値がきわめて少

なく,53年に Djamourとは 同ゞ じくらいになっている｡ すなわち,Gordonの資料のはじめ

の 3カ年に異常が認められるが,筆者はこれを原資料の散逸によるものと推定する｡

もし,散逸が主な原因であるならば,先に資料を収集 した Djamourの方が信頼性が高いと

思われるので,本論においては,重複部分に くい違いがある場合には,原則として彼女の数値
ll)

に従 うことにする｡ Djamourの数値と Gordonのそれとにくい違いがある場合,いずれか一

方を採用 しつ 両ゝ者を連続させ ることは, くい違いが甚だ しい場合にはや 危ゝ険である｡重複

する最後の年次の数値を検討すると,Selangor,NegriSembilan,Perlisに閥しては くい違

いは小さいが,Perakにおいてはかなり大きく,ここに若干聞題が残る｡

以上のように,マラヤ諸州のマレー人の離婚に関しては,不十分ながらその統計資料を得る

ことができる｡ しか し,Gordon は,単なる資料の提示にとどまっており,Djamour も7州

について,詳 しい分析を加 え る ことな しに簡単な論述をしているに過ぎない｡今までのとこ

ろ,他の研究者による統計資料の分析もみられない｡以下,筆者は主として上述の数値を分析

しながら論議を進めることにする｡

3 地域的にみた離婚傾向とその分析

1 州別離婚率

いずれの州においても統計資料が得 られ,しか も比較的最近である1953-57年の年平均離婚

率を算出した｡率計算の基礎とな った数値,および率は表 2に示す通 りである｡ 今後の論議
12)

は,原則として,人口1,000に対する離婚率を利用 して進めることにする｡

各州の離婚率を地図上に示 す と図 1の よ うに なる｡ 半島北部の Kelantan,Trengganu,

Perlisに高い離婚傾向がみられ,西海岸の Perakから南下 して,Selangor,Malacca,Johore

にかけては低率が見出される｡ 以下,若干の指標を用いて,離婚率の高い地域と低い地域の特

ll) 数え違いあるいはミス･プリントによるくい違いの場合にも,いずれが正 しいかは無視して,一応

Djamourに従っておくことにする｡
12) この離婚率は,マレー人とインドネシア人とが,マラヤのイスラム教徒をほ 完ゞ全に代表するという

前提のもとに算出されている｡この方法による率計算は,各州人口の年令的構成に著しい差がある場

合や,特定の州に早婚が多く,婚姻状態にあるものの割合が増加している場合などには,相互比較の
ための信頼度が低下する｡以上の二つの問題を無視して論議しうる有配偶人口に対する離婚率 (非イ

スラムの原住民の有配偶者をも合むが故にここでは参考として付するにとどめているJと,一般人口

に対する離婚率との相関を調べると,r- +.'997という高い正相関がみられる｡これは,この問題を

とりたてて考慮する必要がないことを示唆している｡婚姻に対する離婚の割合に関しては,ある年次

の離婚が必らずLもその隼次の婚姻から生じたとは言い得ず,両者の因果関係を諭ずることなしにこ

れを用いることはや 危ゝ険である｡
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表 2 1953年～57年における州別マレ-人離婚率

マレー人

人 口1)

(1957)

マレー人
有 配 偶
人 口2)

(1957)

婚 姻 数

(1953-57)

離 婚 数

(1953-57)

口
に

る
均
率

∞
す
平
婚

0
人
;
対
年
離

偶
口
に
る
均
率

配

∞
す
平
婚

0

有
人
1
.対
年
離

oo

る
の
合

削

肘
婚

婚

に
離
割

Johore

Malacca

Selangor
Perak

Penang

NegriSembilan

Pahang
Kedah

Perlis

Trengganu
Kelantan

Malaya

443,289 157,524

142,872 48,536

287,374 104,531

471,422 182,021

165,082 61,183

149,094 56,953

163,012 73,910

475,473 196,903

71,214 31,083

256,147 110,833

459,123 202,738

23,651 6,978

9,655 3,019

13,975 5,050

24,831 11,216

10,733 4,218

10,325 4,804

9,742 5,420

30,157 18,984

5,291 3,617

26,949 20,442

54,175 36,579

3,084,1021,226,215 219,484 119,327

3.15 8.9

4.23 12.4

3.51 9.7

4.76 12.3

5.日 13.8

6.44 16.9

6.65 14.7

7.98 19.3

10.16 23.3

15.96 36.9

15.93 36.1

7.74 19.5

1)インドネシア人を含み,原住民を除く｡
2)インドネシア人 ･原住民を含む｡

婚姻 ･離婚数は表 1より算出｡人口は,1957年センサス ReprtNo.3-13によるO

図 1 マレー人 1,000に対する離婚率

国人の占める割合との相関はとくに著 しい｡
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性を明らかにすることにしよう｡

2 他民族との接触と離婚率

マレーシアは,マレー人,中国

人,イン ド人を主体とした複数社

会 (pluralsociety)である｡各

民族の占める割合は州によって異

なり (表 3参照),マレー人の他民

族に対する接触という点で,各州

は異なった環境をもつ｡各州にお

けるマレー人以外の民族の割合と

離婚率との相関を計算すると表 4

のようになる｡いずれの民族が占

める割合に対 して も相関は負とな

り,他民族の存在が離婚率の低さ

と結びついていることが分 る｡中
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表 3 マラヤ各州の民族的構成 (1957年)

マレ-シアン1)

マレー人 まJ7犬 原住民

Johore

Malacca

Selangor
Perak

Penang

NegriSembilan

Pahang
Kedah

Perlis

Trengganu
Kelantan

35.60/O 12.20/0

47.3 1.7

19.2 9.2

34.5 4.1

28.4 0.5

39.0 1.9

50.7 1.4

67.0 0.7

78.2 0.1

91.8 0.2

90.7 0.1

中国人 インド人 英国人 その他

0.1C/O 42.40/O 7.70/O 0.60/0 1.40/0

0.1 41.5 8.1 0.2 1.1

0.4 48.2 20.1 0.9 2.0

1.1 44.2 14.9 0.5 0.7

0.0 57.2 12.2 0.6 1.1

0.6 41.2 15.1 0.6 1.6

5.1 34.6 7.0 0.3 0.9

0.0 20.5 9.7 0.1 2.0

0.1 17.4 1.8 0.0 2.4

計

1)1957年センサスの分類によるマレー人,インドネシア人,原住民を含むカテゴリ-

1957PopulationCensusoftheFederationofMalaya,ReportNo.14,Table3 により
算出｡

表 4 州別離婚率と他民族の占める
割合との相関

民 族 名 相 関 値

中 国 人 rニー.915*

イ ン ド 人 rニー.755*

英 国 人 rニー.702*

イ ン ドネ シア人 rニー.599

*は95C/Oレベル以上で統計的に有意なことを
示 す ｡

表2および表3より算出｡

ここで,インド人,英国人,インドネシア人の

割合と離婚率との相関が見せかけのものであり,

中国人との並存を蝶介として現われたのではない

かという疑問が生ずるO上記 3民族について,中

国人の割合の影響を除去 した偏相関係数を求める

と,インド人の場合+.207,英国人の場合+.153

となって,相関は負から正へとかわり,離婚率-

の直接的影響がないことを示唆する｡インドネシ

ア人の場合には,偏相関は, -.449となって,

なお離婚率の低さとの結びつきを示すO結局,直接影響を及ぼしている他民族は,中国人とイ

ンドネシア人であることが推察され,両民族を合せた割合と州別離婚率との相関は,r--.933

まで上昇する｡

中国人の存在がなにゆえ低い離婚率と結びつ くかを説明することは容易ではな く,また推測

の域を出ない｡

マレー人や西洋人に比して,中国人の結婚は安定 しているといわれ,例えばシンガポールの
13) 14)

中国人については Freedmanが,北部マラヤの潮州系中国人農民については Newellがこれ

を指摘 している｡ マラヤにおけるマレー人(インドネシア人 ･原住民を含む),中国人,インド

13) Freedman,M.:ChineseFamilyandMarriagetnSingapore.London,1957.p.176.
14) Newell,W.H.:TreacherousRiver.KualaLumpur,1962.p.61.
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表 5 マレー人1),中国人,インド人の婚姻状態

(1957･15才以上の者について)

1)インドネシア人 ･原住民を含む｡
1957PopulationCensusoftheFederationofMaZaya,ReprtNo.14,pp.73-75による.

人の婚姻状態を,1957年センサスに従 って観察すると,離別者の占める割合は,男女とも,マ

レー人において最 も多 く,次いで,イン ド人,中国人となっている｡(表5参照)

中国人との直接的な接触を通 して,婚姻に対する考え方を見習い,中国人側からの批判をう

け入れてマレー人の離婚傾向が低下 したと考えることも勿論可能である｡ しか し,マ レー人と

中国人は,生活の大部分の領域において分離されているので,直接的な模倣 ･批判が果 してど

の程度有効であるかば疑問である｡ マレー人の離婚に際 して調停の役割をも果すイスラム法廷

の kathiや,他の指導的な役割を演ずる人 々の問に,中国人との接触を通 して知的に形成さ

れた価値観- これは西欧文化の影響をうけたもので もありうる- が,一般マレー人に影響
15)

を与えるという筋道なども考える必要がある｡ いずれにせよ,離婚を阻止 しようとする考え方

は,マレー人の価値観に内在 していたというよりも,他民族との接触を通 して発達 してきた も

のと考えるべきであろう｡

イン ドネシア人の影響の意味づけは,中国人の場合以上に困難である｡後述するように,全

体としてみた場合,イン ドネシア人の離婚傾向はマレー人と同様に高 く,また,マラヤ-渡 っ

たイン ドネシア人は,ジャワ ･スマ トラ ･セレベス等,出地 ･文化的背景を異にし,決 して一

様には扱えないからである｡ ここで指摘できるのは,宗教 ･言語 というマレー人と近似 した要

素を もつイン ドネシア人のマ レー人社会-の融合は,中国人よりもず っと容易であり,いずれ

の形にせよ,直接的影響が現われ易いということだけである｡

15) Djamourは, シンガポールのイスラム法廷における調停機能の増大について言及しているが,シン
ガポールにおいてはマレー人が少数民族であることは周知の事実である｡

cf.Djamour,J:TheMuslimMatrimonialCourtinSinga♪ore･London,1966･p･143･
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3 都都 ･産業構成と離婚率

都市あるいは村落における居住が,マレー人の離婚傾向とどのような闇係をもつかを検討す

る｡1957年センサスによる各州のマレー人 (インドネシア人および原住民を含む)の都郡別居

住状態は,表 6の通 りである｡こ

れらと州別離婚率との相関は,人

口10,000以上の地域居住者の占め

る割合についてrニー.228,1,000-
16)

10,000について r-+.664*,1,000

未満についてはrニー.061となる｡

人口規模の大きい地域,および小

さい地域については,離婚との関

係が殆ど認められない｡中規模の

地域について統計的に有意な正相

関が認められるが,これは,マレ

ー人が総人口の9割以上を占め,

行政 ･経済活動にも活発なKelan-

tan,Trengganu の 2州の数値

にひきず られて現われた値である

ため,意味を過大に評価すること

は危険である｡

経済活動を行なっているマレー

人男子のうち第一次産業に従事す

るものの割合,および分類基準は

異なるが,専門 ･行政職に従事す

るものの割合を州別にみると,義

7の通 りである｡ これ らの割合と

離婚率との相関係数を算出すると

それぞれ,+.712*,-.774*とな

る｡ 第一次産業従事者の多い州で

は離婚傾向が高 く,専門 ･行政職

従事者の多い州では低い｡しかし

表 6 マレー人1)の都郡別居住状態 (1957)

上
千
の
域

1
万
口
1
人
～
弛

方
の
域

人口1千
未 満 の
地 域

Malacca 6.5 2.3

Selangor 21･4 ; 8･81

Penang 24.9 L 5.5

1 69.8 LIce.01

82.6 1100.01

69.6 !1(刀.0
86.0 :1∞.0l

Trengganu . 15･8 ≡ 1318 i 70･4

1∝).0

100.0

1CX).0

1α).0

1)インドネシア人 ･原住民を含む｡
1957PopulationCensusofFederationofMalaya,ReF)rt
No.14.p.10,Table2･8,2･9による｡

表 7 第 1次産業従業者および専門 ･行政職従事

者の占める割合 (1957･マレー人男子1))

専門 ･行政職従事

者の占める割合

Johore

Malacca

Selangor

Perak

Penang

N.Sembilan

Pahang

Kedah

Perlis

Trengganu
Kelantan

3.50/0

4.0

4.1

3.3

4.2

3.7

3.4

2.6

2.3

2.4

2.7

1)インドネシア人 ･原住民を含む｡

1957PopulationCensusoftheFederationofMalaya,
ReprtNo.3-No.13.Table15により算出｡

16) *は95%レベル以上で統計的に有意なことを示す｡以下の記述においても同様である｡
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ながら,第一次産業従事率の高い州では,中国人およびインドネシア人が少なく,専門 ･行政

職従事者の多い州ではその逆という事実に注目して,中国人 ･インドネシア人の占める割合の

影響を除去した偏相関を求めると,第一次産業従事率に関しては,-.127,専門 ･行政職従事

率に関しては,+.365という低いけれども,逆方向の偏相関値が現われる｡

4 教育の普及と離婚率

教育は,理想とされる価値体系,あるいは新しい価値体系の浸透にとって大きな役割を果す

表8 マレー人1)･学校教育をうけたことがない
ものの割合 (1957)

男 女

1)インドネシア人･原住民を含む｡
1957PopulationCensusoftheFede71ationofMalaya,
ReprtNo.3-No.13.TablelOA により算出.

蓑 9 学校教育をうけたことがないものの

割合 (1957)と離婚率 (1953-57年

平均)との相関

学 校 教 育 相 関 値

マレー人全年令･男子 r-+.845*

〝 女子 r-+.758*

マレー人15-24才･男子 r-+.861*

〝 女子 r-+.701*

*は95C/Oレベル以上で統計的に有意なことを
示す｡
表2および表8から算出｡

ので,その普及と離婚率との関係

を調べることは興味深い｡

各州のマレー人 (インドネシア

人 ･原住民を含む)の中,学校教

育を全く受けなかった者の占める

割合は,1957年センサスによると

表8の通りである｡ ここでは全年
17)

令と15-24才の年令階級に関する

数値を男女別に示した｡これらと

州別離婚率との相関は表 9のよう

になる｡ いずれの場合にも統計的

に有意な正相関がみられ,男子に

おける相関値 は女子 に比して高

く,最 も高い値は,15-24才男子

における r-+.861*である｡

教育の普及を示す他の指標は,識字率である｡

表10は,1957年センサスに従って,15才以上のマ

レー人 (インドネシア人 ･原住民を含む)の,何

らかの言語 ･マレー語 ･英語に関す る識字率を州

別に示す｡これらの識字率と離婚率との相関は表

11に示す如 くとなり,いずれにおいても統計的に

有意な負相関がみられ,識字率の高い地域では離

婚率が低いことを物語る｡ 最 も高い相関を示すの

は,男子の何らかの言語に関する識字率で, rニ

ー.883*である｡

17) 後述するように,マレー人の離婚は,結婚後間もなく生ずるものが多いと考えられるので,結婚通令

にあたるこの年令層に特に注目する必要がある｡
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蓑10 15才以上 のマレー人1)の識字率 (1957)

誓言歪ト レー

ft 三三 :三

61 ! 61 ! 5

58 1 58

33 【 33

32 r 32

女 子

裏書歪下 司 ~夷
吉
相

形2
1

3

2

3

2

1

1

1

0

0

1)インドネシア人 ･原住 民 を含む｡
1957PopulationCensusoftheFederationofMalaya,RefX)rtNo.3-No.13.TablellA
によ る ｡

義ll 411別離婚率 (1953-57年平均)とマ

レー人識字率 (1957)との相関

男 女 計男 女

何らか の
三五ロ P亡二1

-.878*

-.883*

マレー語

-.874*

英 誌rIF1

-.740*

~･775* 巨 ･776*仁 ･765*

*は95%レベル以上で統計的に有意なことを
示 す ｡

表2および表10から算出｡

産業構成の場合と同様,教育 の普及 した地域

は,同時に中国人などの多い地域で もある｡ 中国

人 ･インドネシア人の影響を除去 した偏相関係数

を算出すると,15-24才男子 ･学校教育をうけぬ

者の割合の場合,+.256,男子の何らかの言語に関

する識字率の場合,-.375となり,値は小さくな

るが,相関の方向は変らない｡教育が,中国人 ･

インドネシア人の影響とは独立 した立場から離婚

率を低下させるような働きかけをしていることが

推測できる｡

5 早婚と離婚率

RosemaryFirthは,Kelantanにおけるマレー人漁村の調査に基いて,父親が娘の純潔を

守るために,娘のために選んだ青年と非常に若い年令で結婚させ,その結婚が失敗すると,娘
18)

は夫と別れて,今度は自分でも次の配偶者を探すことができると報告 している｡

Perlis州においても,1964年,Kangarのアラビック･スク-ルでの公開討論会で,ザカ-

ト･フィトラ委員会の HussainbinAbdulRahman は,父母が孫の顔みたさに息子や娘を
19)

はや く結婚させ,これが離婚の原因となっていると述べている｡

18′)Firth,Rosemary:HousekeepingamongMalayPeasants,2nded.London,1966.pp.40-45
19) TheStrat'tTimes,July29,1964.の記事によるo
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このような親の意志に基 く早婚が離婚に影響を

与えるならば,早婚傾向の高い地方ほど離婚率が

高いことが予想される｡ 婚姻適令は各地方の慣習

に従って変化 し,成熟度の認定はマラヤ全土にわ

たって一様であるとは言えないから,一定の年令

を基準として早婚を論ずることには多少の無理が

あるが,ここでは早婚の一つの指標として,1957

年センサスに基いて,15-19才の者のうち,結婚
20)

経験者の占める割合を用いることにする (表12参

照)｡ これらの割合と州別離婚率との相関を調べ

ると,男子の場合 r-+.889*,女子の場合 r-+

.910*となる｡ より高い相関を示す女子の場合に

ついて,中国人･インドネシア人の占める割合の影

響を除去 した離婚率との偏相関係数を算出すると

表12 15-19才のマレー人1)申結婚経験者

の占める割合 (1957)

男 I 女

1)インドネシア人 ･原住民を含む｡
1957PopulationCensusoftheFederation
ofMalaya,ReportNo.3-No.13.Table8A
より算出｡

+.537,また,教育普及の代表的な指標としての男子の何らかの言語に関する識字率の影響を除
21)

去 した偏相関は+.524となって,早婚地域と高い離婚率との結びつきを認めることができる｡

6 高離婚率地域の特色

すでに述べて来た若干の指標に基 く観察はもちろん十分ではないが,一応これらの総合を試

みることにする｡これまでに知り得た高離婚率 地域の特色は

a.農業的色彩が強く,専門 ･行政職従事者が少ないこと｡

も. 中国人 ･インドネシア人 ･インド人 ･英国人などの他民族が少ないこと,換言すれば,

純粋なマレー人的特色を保っていること｡

C.教育が普及 していないこと｡

d.早婚の傾向があること｡

などである｡

このうち,離婚率の高さに直接関係すると考えられたのは,①中国人 ･インドネシア人の存

荏,⑨教育の普及,③早婚 である｡いま,①に関しては中国人 ･インドネシア人の占める割

合,㊥に関しては男子の何らかの言語に関する識字率,③に関しては15-19才女子中結婚経験

20) センサスの分類における,有配偶･死別 ･離別のカテゴリーに属する者を結婚経験者として扱った｡

この年令階級の結婚経験者の割合を,全マラヤのマレー人 (インドネシア人 ･原住民を含む)につい
てみると,男子7.90%,女子54.10/Oとなる｡男子については年令の上限を少し上げ,女子については下
げる方が適当であるが,センサスには,5才間隔の数値しか記載されていないので,やむを得ずこの
年令階級を使用する｡

21) この場合,早婚それ自体は,自らの作用をもつと同時に,親による配偶者決定などの婚姻に関する諸
慣習を背後にもつことに注意する必要がある｡
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者の占める割合を,離婚率との相関の高さゆえに,それぞれの代表的な指標とみなすことにす

る｡ 各指標について,他の2者の影響を除去 した離婚率との偏相関を求めると,中国人 ･イン

ドネシア人の場合 -.648,教育の場合 -.022,婚姻年令の場合 +.415という値が得られる｡

教育の離婚に対する関係は,方向こそ変らないが,非常に低 く評価される｡◎と③との問に

高い逆相関 (rニー.924*)が認められるから,教育が婚姻年令を高める作用をもち,離婚に対す

る教育の影響の大きな部分は,この方向を通 して現われると考えることが妥当であろう｡ 諸要

因が,それぞれある程度の独立性 を もちなが らも,規定 ･被規定の複雑なメカニズムを通 し

て,一つのかたまりとなって離婚の発生に作用していることに注意する必要がある｡

以上の諸指標についてみれば,その値は年々変化しつ ゝある｡例えばマラヤにおける15-19

才のマレー人女子中結婚経験者の割合は,1947年の59.1%から57年の54.1%へと減少 している
22)
し,15才以上のマレー人男子の何らかの言語に関する識字率は,1947年の49%から57年の61%

23⊃
-と上昇 している｡中国人の割合に関しては,1947年の38.4%から57年の37.2%へとわずかな

24)
減少がみられるが,近代化の進展と共に,接触は質的に密になって来ると推測される｡

このような変化を前提として,マレー人の離婚は減少の傾向をたどることが期待される｡ 次

に,その年次的な変化について観察を進めることにしよう｡

4 稚婚傾向の年次的推移

1 婚姻数と離婚数との関係

マラヤ各州における婚姻と離婚を,既に示した表 1に従って観察すると,同一年次の婚姻数

と離婚数との問に,かなりの程度の対応があることに気がつ く｡ この傾向は次項に示す指数の

グラフからも明らかである｡(図2参照)｡対応の程度を示す一つの指標として,同年次の婚姻

数と離婚数との相関,および ｢前年の婚姻数｣と離婚数との相関係数を算出すると表13のよう

になるっ同年次の婚姻数と離婚数に関しては,いずれの州においても正の相関が認められ,こ

のうち,Johore,Malacca,Kedah,Kelantanについては,相関は統計的に有意である｡ 前年

の婚姻数との相関においても,Pahang,Perlisを除けば正の相関がみられる｡しかし,相関

の程度は,Perak,Penangを除けば,同一年次の婚姻との相関よりも低い｡

以上の観察は,結婚が行なわれてから1,2年以内,とくに1年以内に離婚が発生し易いこ
25)

とを示唆している｡

22)1947,57年共にインドネシア人,原住民を含む｡1947および1957年センサス結果から算出｡
23) インドネシア人･原住民を含む数値｡1957年センサス,ReprtNo.14,Table9A(1)から引用｡
24)1957年センサス,Rerx)rtNo.14,Tablel･5から引用｡
25) この因果関係を更に精密に分析するためには,月単位あるいは数力月単位の統計を基礎として,時系
列の相関を調べることが望ましいが,現在のところかゝる数値は入手できない｡
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表13 離婚数と同年次および前年次の婚姻数との相関 このように,離婚の数は,先行

州

*は95%レベル以上で統計的に有意なことを示す｡
表 1から算出｡

表14 すう勢直線による婚姻と離婚の
年平均増減率

州 事婚 姻 l離 婚
Johore
Malacca

Selangor
Perak

Penang
N.Sembilan

Pahang
Kedah

Perlis

Trengganu
Kelantan

する婚姻数によってかなりの影響

をうけるが,筆者がここで目的と

するのは,これらの微視的な変化

とは関係なく,底流として存在す

る離婚の増加あるいは減少-の傾

向である｡

2 婚姻数と離婚数の年次的な

推移

各州の結婚数と離婚数の年次的

な推移をおのおの最初の年を 100

とした指数で グ ラフに示すと,

図2(1)～図2(ll)のようにな

る｡ それぞれの変化に関して,最小自乗法による

すう勢直線をひくと,細線 (婚姻),および一点鎖

線 (離婚)で示すようになり,概して,婚姻に比

して離婚はより強い減少傾向をみせる｡

-3.1 すう勢直線の勾配を平均値で割ることによって

-5.2

-6.0

-6.2

-5.0

+0.9

十1.2

-7.5

表 1より算出｡

年平均増減率を算出すると,表14の通 りになる｡

Trengganu においては,離婚数の増加率が婚姻

数の増加率を上まわるが,他のすべての州におい

て,結婚に対する離婚の相対的な減少が見出され

る｡ すなわち,Johore,Perak,Penang,Pahang

では婚姻の増加あるいは横ばいにもか ゝわらず離

姫の減少がみられ,Malacca,Selangor,NegriSembilan,Kedah,Kelantanにおいては婚姻

も減少の傾向を示すが,離婚の減少のはげしさはそれを上廻り,Perlisにおいては両者ともに

増加の傾向を示すが,離婚の増加は婚姻よりもゆるやかである｡

以上によって,マラヤにおける離婚が,減少傾向を示 していることが明らかとなったo

次に,マラヤに近接し,民族的 ･宗教的にきわめて類似した条件をもつ,シンガポールおよ

びインドネシアに目を移して,離婚率の高さとその傾向について比較を行なうことにする｡

5 シンガポールにおけるイスラム教徒の離鰭

ジョホール水道を隔ててマレ-半島に面するシンガポ-ルは,基本的には中国人の町であ
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図2 マラヤ各州におけるイスラム教徒の婚姻と離姻の変動

る｡1963年推計人口約 180万人の中,中国人が75%,マレー人が14%,インド人が8%を占め

ている｡マレー人は殆ど例外な しにイスラム教徒であり,インド人は約20%がイスラム教徒で
26)

あると推定 されている｡
27)

Djamourの示す数値に従って,1961および62年におけるイスラム教徒 の婚 姻 中,マ レー人

間のそれの占める割合を計算すると,それぞれ,80.5% (1,560件中1,256件),81.7% (1,483

件中 1,211件)となり,シンガポールのイスラム教徒の婚姻 ･離婚は,大部分マレー人のそれ

であると推測される｡

シンガポールのイスラム教徒の婚姻と離婚の統計は,次の著書に紹介 されている｡

1921-49年oDjamour,J.:MalayKinshipandMarriageinSingapore,1959.p.117.

1947-57年｡Cordon,S∴Marriage/Divorcein theEleven StatesofMalaya and

Singapore,(NTISAIU,Vol.ⅠⅠ,No.2.p.32.

1947-64年｡Djamour,J.:TheMuslim MatrimonialCourtinSingapore,1966.p.129,

p.183.
28)

Djamourと Gordonの問には,わずかなくい違いがあるが,Djamourに従 って婚 姻と離

26)Djamour,J.:TheMuslimMatrimonialCourtinSingapore.London,1966.p.81
27)Djamour,J.:ibid.
28)DjamourとGordonの数値のくい違いを示すと,1949年婚姻+ll,52年婚姻+1,53年婚姻-2,57
年離婚+9である｡(十は,Djamourの方が多いことを意味する｡)
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蓑15 Singapreにおける婚姻と離婚

次 l婚 姻 極 婚 Fl年 次 L婚 姻 l離 婚

Djamour,J.:MalayKinshipandMarriageinSingapore,
1959.p.117およびid.:TheMuslim MatrimonialCourt
inSingapore,1966.p.129,p.183による｡

姫の数を示す と表15の如 くとな

る｡

マレー半島諸州の離婚傾向と比

較するため,1953-57年における

婚姻 100に対する離婚の割合を算
29)

出すると,52.1となる｡マラヤ11

州における第5位のPahangより

低 く,第6位の NegriSembilan

よりも高い｡中国人の割合が高い

シンガポールでは,マラヤのどの

州よりも低い離婚傾向が期待され

そうであるが,それだけでは説明

されない要因が存在するようであ

る｡しかし,1960年代には離婚の

減少が著 しく,表15における最終

年次の1964年には,婚姻 100に対

して19.1にまで下る｡

1921年を 100として,変動を指

数グラフに示すと図3のようにな

る｡ すう勢直線の下降率は,婚姻

-0.03%,離婚-0.11%となり,

離婚の方がわずかに強い減少傾向をみせるが,(91921-40年,⑨41-53年,③54-64年の 3時

期に分けてグラフを観察すると,特徴がより明らかになる｡すなわち,(丑においては,婚姻 .離

婚ともには 横ゞばいの状況が,伝)においては,両者の均衡が保たれた状態での大きな変動が,

(9においては,婚姻 ･離婚ともに減少するなかで,とくに後者のはげしい減少がみられる｡

1959年以降にみられるとくに激しい離婚の減少の理由として,Djamourは次の 5つを挙げて
30)

いる｡

(1) イスラム法廷における調停-の努力の増大｡

(2)夫妻相互の同意のない離婚が認められにくくなったこと｡

(3) 寡婦や離別 した女にとって,配偶者のある男を離婚させた上で,自分と結婚させること

29) イスラム教徒の人口が確定していないので,人口に対する率計算が困難となり,このために婚姻に対
する比を用いた0

30) Djamour,J.:TheMuslim MatrimonialCourtinSingapore.1966.pp.143-144.
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図 3 Singaporeにおけるイスラム教徒の婚姻と離婚の変動

が困難になったので,主な努力を,拘束されていない男にむけるようになったこと｡

(4) 以前は,シンガポールのkathiが,女性からの離婚の訴えを容易に認める傾向があった

ので,離婚証明を得るために,マラヤから女達がやって来たといわれること｡

(5) 以前においては,夫が貧乏になったり,失業した場合,妻の離婚請求がおこり易かった

が,現在では社会扶助の制度が発達して きたので,このよ うなケースが少なくなったこ

と｡

このうち特に重要なのは(1),(2)であるが,これらは,1957年の MuslimsOrdinance第12条

第 3項における離婚に際する夫妻の同意の確認の規定,および,1960年におけるその強化の方

向への同項の改正とを背景にしている｡しかし,減少は,1957年に先行する55年頃から既に目

立ちはじめていることにも注意する必要がある｡

いずれにせよ,離婚の減少傾向が著 しくなったのは余り古いことではない｡このことは半島

についても言いうるであろう｡ マラヤにおいて観察 したのは, シンガポール と同じく減少期

に入る頃の数値と思われる｡それならば,最近マラヤ において もシンガポール と同様に激し

い減少がみられるかというとそうでもない｡例えば1964年の Kedah州 における婚姻 と離婚
31)

の数は,それぞれ5,105･2,589であり,婚姻100に対する離婚は50･7である｡ これは1953-

57年平均における63.0に比べるとかなりの 減少ではあるが, シンガポールほど甚だしくはな

い｡

以上から,シンガポールが,マラヤの各州に先立って,激 しく離婚の減少を示すに至ったこ

とが明らかとなる｡

31) 梅田輝世 ｢マラヤの女性｣『東南アジア研究』第 3巻第5号,1966･p･129･

- 87 - 485



東 南 プ ジ ア 研 乗 算 4巻 第 3号

6 イン ドネシアにおけるイスラム教徒の雑婚

人種的にも言語的にもマレー半島のマレー人に

近似 し,宗教についても90%がイスラム教徒とい

われるインドネシアに目をそ ゝぐことにしよう｡

ここで問題となるのは文化的な統一性である｡ イ

ンドネシアは3,000有余の島々からなり,それぞれ

の歴史的経験も異なり,生活様式や利害関心に著

しい地域差がみられる｡ イスラム教についても,
32)

浸透の度合が地域によってかなり異なる｡

このような条件下にあるインドネシアのイスラ

ム教徒を一つの全体像として扱 うことには危険が

あることを認めつ ゝも,インドネシアの統計を検

討 してみよう｡インドネシアの宗教局によって発

表されたイスラム教徒の婚姻と離婚の数は表16の

如くである｡1953年から57年に至る

5カ年の婚姻 100に対する離婚の比

は,53.6となり,同時期のシンガポ

ールよりや 高ゝい値を示す｡

1950年を 100として変動をグラフ

に示すと図4のようになり,婚姻 ･

離婚共に減少の傾向があるが,平均

変動率はそれぞれ-1.3%,-1.6%

で,離婚 の減少傾 向の方がや 強ゝ

い｡

以上において,マラヤ ･シンガポ

-ル ･インドネシアを通じて高い離

婚率の存在(あるいは存在 したこと)

が認められ,また,原則としてそれ

らが減少の傾向を示 していることが

分った｡これらの地域はいずれもイ

表16 インドネシアにおける婚姻と離婚
(単位 1,000件)

年 次 l婚 姻 1離 婚

StatisticalPocketBookofIndonesia.
Djakarta,1957-62.から引用｡

lt)505152 53 5455 56 57 58 59 60 6 1年次

図 4 Indonesiaにおけるイスラム教徒の

婚姻と離婚の変動

スラム圏に属 し,高い離婚率は,本質的にイスラム教に結びついているのではないかという問

32) Cf.Wertheim,W.F.:IndonesianSociet.yinTransition･TheHague,1959･pp･1-38･etc･
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題が生ずる｡ 次に,十分とは言えないが,イスラム圏の離婚傾向を示 してこれを検討 してみよ

う｡

7 アラビアのイスラム教圏における雑婚

アラビアを中心とするイスラム教圏の離婚に関する統計は,不十分ではあるが,William J.
33)

Goodeによって示されている｡1957年 (あるいはこれに近接する年次)における数値を引用す

ると表17の如 くとなる｡Algeriaに関 してはイスラム教徒の離婚と註されている｡ 他の国にお

いては率算出の基礎がはっきりしないが,宗教のモザイクといわれる Lebanonを除けば,ほ

とんどイスラム教徒よりなる国と考えられる｡完全な結論を与えるためには,イスラム教にお

ける宗派の違いなどを考慮 して綿密な分析を行な

う必要があるが,一般的に言えば,これ らの国々

の離婚傾向は,既にみて来たマラヤ ･シンガポー

ル ･インドネシアよりも低い｡

表17において最も高い率を示す Egyptと A1-

geriaとについて,Goodeは,それぞれ,1935-
34) 35)
57年,1897-1955年の統計を示 している｡ Egypt

における最高値は,1945年の32.3,Algeriaにお

いては1905年の41.0であり,なおマラヤ ･インド

ネシアおよびかつてのシンガポールに及ばない｡

8 む す

蓑17 アラビアを中心とするイスラム
教国における婚姻100に対する
離婚の割合

国 名 l年 婚姻100に
対する離婚

Goode,W.J.WorldRevolutionandFa
miZyPatterns,1963pp.159-160によるO

ぴ

以上に示 してきたように,マレ-半島のマレー人においてはきわめて高 い離婚傾 向がみら

れ,この傾向はインドネシアをもお ゝっているように患われる｡ それはアラビアのイスラム教

圏の発生率よりも高 く,イスラムの性格だけからは説明できない｡

ここで,最初に述べた社会構造の特色がクローズ ･アップされ,イスラム教は,自らも部分

的な構造的要因を有 しっ ゝ (例えば財産の個人的所有など),根底にあるこの社会構造に組み

合わさって離婚の制度化を助け,高い率を発現させてきたものと考えられる｡

このような社会構造の論議は,精密なコミュニティ･スタディに基いて行なわれる必要があ

る｡ われわれは Kedah州における農村調査においてこれを扱ったが,更に深 くは,各地域の

従来の社会人類学的調査の比較検討,および,離婚傾向の特に高い Kelantan,Trengganu州

33) Goode,W.J.:WorldRevolutionandFamilyPatterns.London,1963.pp.159-160.
34) 1935,40,45,50,57の各年に関する数値｡
35) 1897,1900,5,10,20,30,40,48,49,50,51,55の各年に関する数値｡
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における綿密な調査を必要とする｡ さらに離婚傾向の低下についても,結婚および家族に関す

る価値観の変化という面から,各地域 ･各階層 ･各年令層のマレー人の意識調査がなされるこ

とが望ましい｡
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